
　①交付対象者

　　・村内に住所を有し、村内で事業を展開する法人及び個人事業者

　　（農家も対象になります。）
　　・直近１年の売上金額または販売金額（家事消費、雑収入は含まない）が

３６万円以上の法人

　　・令和５年、令和６年の売上金額または販売金額（家事消費、雑収入は含まない）が

３６万円以上の個人事業者

　③支援金額

　　・村内に勤務する従業員数に応じて支援金を交付します。

　　　但し、令和６年１２月１日現在の従業員数とします。

　　　※『従業員』の判断が難しい場合は役場振興課経済係へご相談ください。

　　・支援金額の算出方法は下記表のとおりです。

　④申請期間

　　・令和７年１月１５日～令和７年２月２８日まで

　⑤申請に必要な書類

　　・下條村事業者物価高騰対策支援金交付申請書（様式第１号）

　　・令和５年または６年分の確定申告書及び収支内訳書、青色申告決算書等の写し

　　　法人については直近の決算書

　　・従業員数が確認できる書類　※個人事業者は不要

　　・下條村事業者物価高騰対策支援金請求書（様式第３号）

　　○交付申請書及び請求書は村または商工会ホームページからダウンロードして

　　　いただくか役場振興課または商工会でお受け取りください。

　　○申請書類は、役場振興課へ提出してください。

　　○ご不明な点などございましたら、役場振興課経済係へお問い合わせください。

　　　下條村役場振興課経済係　℡：0260-27-2311

１人 一律　　　３０，０００円

光熱費や資材費の価格高騰の影響を
受けている村内事業者を支援します。

令和６年度下條村事業者物価高騰対策支援事業

従業員数 支援金額

８～１０人 一律　　１００，０００円

１１人以上
従業員数×１０，０００円
※上限１００万円とする

２～３人 一律　　　５０，０００円

４～５人 一律　　　６０，０００円

６～７人 一律　　　８０，０００円



下條村事業者物価高騰対策支援金交付要綱 

 

 

令和６年１２月２６日 

  

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、国際情勢の激変等で電気・ガス・燃料費などの光熱費と資材費が高騰

したことにより影響を受ける村内事業者を支援することを目的とし、下條村事業者物価

高騰対策支援金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

（交付対象事業者） 

第２条 支援金の交付の対象となる者は、次の各号の全てに該当する事業者とする。 

(1)村内に住所を有する個人事業者及び村内に本店又は支店の法人登記を有する法人 

(2)直近１年の売上金額または販売金額（家事消費、雑収入は含まない）が３６万円

以上である法人及び令和５年または令和６年の売上金額または販売金額（家事消

費、雑収入は含まない）が３６万円以上である個人事業者 

(3)村が賦課する村税・国保税・使用料等の滞納が無い事業者 

 

（支援金額） 

第３条 前条の規定を満たす事業者に対し、村内に勤務する従業員数に応じて支援金を交付 

する。但し、従業員とする者は令和６年１２月１日現在の正規雇用者、専従者給与を 

受けている者、雇用保険対象者又は６ヶ月以上の雇用契約者及び雇用主並びに会社役 

員等で村内において実質事業に従事している者とする。 

 

 ２ 支援金額の算出方法は次のとおりとする。 

従業員数 支援金額 

１人 一律  ３０，０００円 

２～３人 一律  ５０，０００円 

４～５人 一律  ６０，０００円 

６～７人 一律  ８０，０００円 

８～１０人 一律 １００，０００円 

１１人以上 
従業員数×１０，０００円 

※上限１００万円とする 

 

（交付申請） 

第４条 支援金の交付申請は第２条に該当する個人事業者または法人の代表者が、下條村事

業者物価高騰対策支援金交付申請書（様式第１号）に別に定める書類を添付して、村長

に申請しなければならない。 

２ 前項に規定する申請は、令和７年１月１５日から令和７年２月２８日までに行わなけ

ればならない。  

 
（交付の決定及び支援金の支払）  

第５条 村長は、前条第１項に規定する申請があったときは、関係書類を審査し、適正であ

ると認めた場合は、支援金の交付を決定するものとする。 
２ 交付決定通知は、支援金の支払をもって代えるものとし、交付しないことを決定した

ときは下條村事業者物価高騰対策支援金不交付決定書（様式第２号）により通知するも

のとする。 



（補助金の返還）  

第６条 村長は、偽りその他不正の手段により支援金を受けた者があると認めるときは、そ

の者から支援金を返還させることができる。  

 

（その他）  

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、村長が別に定める。 
 

附 則 

１ この要綱は、公布の日から施行し、令和７年１月６日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第４条関係） 

 

下條村事業者物価高騰対策支援金交付申請書 
 

令和  年  月  日  

 

下條村長 金田憲治 様   

  
            申請者（住所） 
 
               （氏名）                ㊞ 
 

（日中に連絡可能な電話番号            ） 

 

下條村事業者物価高騰対策支援金交付要綱第４条の規定により、次のとおり申請

します。 

 

１．従業員数 

要綱第３条に規定する令和６年１２月１日現在の従業員数 

 

           人 

    

従業員数 支援金額 該当箇所に○印 

１人 一律  ３０，０００円  

２～３人 一律  ５０，０００円  

４～５人 一律  ６０，０００円  

６～７人 一律  ８０，０００円  

８～１０人 一律 １００，０００円  

１１人以上 
従業員数×１０，０００円 

※上限１００万円とする 
 

 

２．補助金額（上限１００万円）                                円 

 

３．添付書類  

○令和５年または令和６年分の確定申告書及び収支内訳書、青色申告決算書等の写し 

【添付○従業員数が確認できる書類 ※個人事業者は不要 

【添付○下條村事業者物価高騰対策支援金請求書（様式第３号） 

【添付書 

４．その他 

・申請期間は令和７年１月１５日から令和７年２月２８日までです。 

 

 以下事項に同意します。 

１．支援支給要件を確認するため、住民基本台帳、行政資料等を確認すること。 

２．支援支給後、支給要件に該当しないことが判明した場合は、支援金を返還します。 



様式第３号 

 

下條村事業者物価高騰対策支援金請求書 
 

令和  年  月  日  

 

下條村長 金田憲治 様   

  

            申請者（住所） 

 

               （氏名）                ㊞ 

 

下條村事業者物価高騰対策支援金を下記のとおり交付してください。 

 

記 

 
１．請求金額     金              円 
 
２．補助金振込口座 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※はがき郵送での支払通知書がご不要な方は、下記にチェックをしてください。 
□ 不要 

 

フ　リ　ガ　ナ

口　座　名　義

通帳記号

（※6桁目がある場合）
ゆ う ち ょ 銀 行

ゆうちょ銀行の場合は、貯金通帳の見開き左上ま

たはｷｬｯｼｭｶｰﾄﾞの記号番号をお書きください。
１ ０

通帳番号

（右詰めでお書きください）

フ　リ　ガ　ナ

口　座　名　義

本・支店

本・支所

1普通

2当座

分類
口座番号

（右詰めでお書きください）

金 融 機 関 名

（ゆうちょ銀行を除く）
支　　店　　名

1.銀行　3.農協

2.金庫　4.信組

※



(令和6年12月1日現在)
(フリガナ)
氏　　　名

入社年月日 生年月日 性別 住　　　　　所 電話番号 緊急連絡先

労働者名簿
事業所の名称：
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